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機密性 2 情報 

令和４年２月１０日 
 
 

実施計画書 
 
 
 
文部科学省初等中等教育局長 殿 

 
 

住所 福井県福井市大手３丁目１７番１号 

管理機関（代表の機関）名 福井県 

代表者名 知事 杉本 達治                

 

１管理機関 

 ①管理機関（市区町村・都道府県） 

ふりがな 

管理機関名 

おばまし 

小浜市 

代表者職名 市長 

代表者職名 松崎 晃治 

 

②管理機関（産業界）※２団体以上ある場合は、適宜、欄を追加して記入してください。 

ふりがな 

管理機関名 

ふくいすいさんしんこうせんたー 

ふくい水産振興センター 

代表者職名 センター長 

代表者氏名 青海 忠久 

 

③管理機関（学校設置者） 

ふりがな 

管理機関名 

ふくいけん 

福井県 

代表者職名 知事 

代表者職名 杉本 達治 

 

２ 指定校名 

   学校名  福井県立若狭高等学校 

   学校長名 中森 一郎 

       

３ 事業名   

若狭地域の Well-being を実現するために地域水産業の成長産業化に貢献できる人材育  

成のための水産海洋教育カリキュラム開発 

 

４ 事業概要 

   国内外の水産業界・企業、大学、異校種、保護者、地域、海外（以下、海洋ステークホ  

ルダーとする）と連携し以下の取り組みを行う。①水産業発展を含む若狭地域の Well-

being を実現できる人材育成のため目標設定・カリキュラム改善・評価を実施。②高大接

続に向けた単位互換を目標とした学校設定科目を開設。③地元企業や産業実務家教員に

よる授業から ICT 等を用いた最先端水産技術を学ぶ。また総合実習等で水産関連商品開



 

 

機密性 2 情報 

発を行い、地域水産業発展に貢献する。④水産海洋教育先進国台湾等と水産海洋教育カ

リキュラムの共同研究の実施。⑤海洋キャンパスと実習船を拠点とした小中学校への水

産海洋教育の推進。 

 

５ 学校設定教科・科目の開設，教育課程の特例の活用（□で囲むこと） 

  ア 学校設定教科・科目を開設している 

  イ 教育課程の特例の活用している 

 

６ 事業の実施期間 

  契約日～令和５年３月３１日 

 

７ 令和４年度の実施計画 

   管理機関は事業の進捗管理と支援を行う。また、意思決定機関と共にＣＥＯ及び産業

実務家教員を選任し、非常勤職員として任用する。小浜市が掲げる地域産業の未来像を

実現するため、５年後１０年後を見据えた、高等学校で育成すべき人物像の検討を行う。

そして、ＣＥＯや事業推進機関と共に、マイスター・ハイスクール運営・事業推進委員会

を開催し、Well-being の実現に向けた今後の目標を設定する。新船「雲龍丸」と海洋キャ

ンパスを福井の水産海洋教育の拠点として小中学校とも連携し、次世代育成のための水

産海洋教育を行う。 

 

＜添付資料＞ 

・令和４年度教育課程表 

 

８ 事業実施体制 

 
意思決定機関の体制（マイスター・ハイスクール運営委員会） 

氏 名 所属・職 

松崎 晃治 小浜市 市長 

山崎 良成 福井県教育委員会 副部長（高校教育） 

横山 芳博 福井県立大学 海洋生物資源学部長 

森 陽介 小浜海産物株式会社 専務取締役 

浦谷 俊晴 宇久定置網有限会社 代表取締役 

川上 真哉 東京大学大学院教育学研究科 特任研究員 

西野 ひかる 一般社団法人うみから 代表 

森口 倫啓 若狭高等学校 PTA 会長 

中森 一郎 若狭高等学校 校長 

 
 事業実行機関の構成（マイスター・ハイスクール事業推進委員会） 

氏 名 所属・職 

青海 忠久 ふくい水産振興センター センター長 

富永 修 福井県立大学 教授 

遠藤 貴広 福井大学 准教授 

草郷 孝好 関西大学 教授 

豊田 光世 新潟大学 准教授 

御子柴 北斗 (株)まちづくり小浜 取締役 

山崎 まどか 経営者 保護者 

小林 正尚 小浜中学校 教諭 

大正 公丹子 福井県教育庁 高校教育課 参事 
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中森 一郎 若狭高等学校 校長 

毛利 誠 若狭高等学校 学科長 

 
 産業実務家教員 

氏 名 所属・職 

宮台 敏明 福井県立大学 名誉教授 

角野 高志 地域漁業経営 

南部 裕紀子 Seastarcprisk 代表 

 
 
９ 課題項目別実施期間 

業務項目 実施期間（令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日） 

 
４

月 

５

月 

６

月 

７

月 

８

月 

９

月 

10

月 

11

月 

12 

月 

１ 

月 

２ 

月 

３ 

月 

カリキュ

ラム開発 
運営委員会・推進委員会で随時検討 

ルーブリ

ック開発 
運営委員会・推進委員会で随時検討 

地域・地

域企業連

携 

１年水産海洋基礎、２総合実習、３年課題研究に年数回程度招聘 

２年総合実習にて水産商品の共同開発 

海外連携    

３年生台湾

暖々高校と

の研究発表

会 

  

３年

生台

湾暖

々高

校と

の

Well

-

bein

g 発

表会 

台湾

での

海外

研修

（イ

ンタ

ーン

シッ

プを

含

む） 

   

小中高連

携 
年に数回程度本校生徒が小中学生へ研究手法レクチャーを行う 

高大接続 単位互換に向け年に数回会議を行う。 

実習船を

用いた海

洋教育 

若狭地域の小中高生、及び一般の方を対象に実習船を用いた授業を行う。 

実習船を用いた授業を本校３年技術コース中心に行う。 

１年水産

海洋基礎 
ポートフォリオノートを活用した形成的評価を行う。 

2 年総合実

習 
商品開発研究 

外部企業・

漁業関係者

に向けて発

表 

本校

生徒

へ発

表 
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2 年インタ

ーンシッ

プ 

事前

指導 

イン

ター

ンシ

ップ 

事後

指導 

3 年課題研

究 
地域資源を活用した地域密着型の実習・研修を行う。 

運営委員

会 
開催 開催 開催 

事業推進

委員会 
開催 開催 開催 

成果発

信、成果

検証、外

部評価等 

本校ＨＰ、及び海洋科学科 FaceBook や Instagram を随時発信。 

本学科教育研究雑誌「水産教育」にて成果発信。 

運営委員会にて指導アドバイスを頂く。 

10 知的財産権の帰属 

※いずれかに○を付すこと。なお，１．を選択する場合，契約締結時に所定様式の提出

が必要となるので留意すること。

（○）１．知的財産権は受託者に帰属することを希望する。

（ ）２．知的財産権は全て文部科学省に譲渡する。

11 再委託の有無 

再委託業務の有無  有 ・ 無 

12 所要経費 

別添のとおり 

※課税・免税事業者：  課税事業者・免税事業者 （□で囲むこと）




